
１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

対象地区内の農地利用は、主に中心経営体である農業法人に担ってもらう。

（備考）
中心経営体への農地の集積は、農地中間管理事業を活用する。

相続未登記農地が多いため、耕作放棄地の解消と未然防止に取り組む。
それらの農地と高齢化等による離農地は、中心となる経営体へ規模拡大集積を図る。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

相続未登記農地が多いため、中心経営体へ農地の集約は、積極的に中間管理機構を利用して進める。

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 14.9686ｈａ

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 0ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 8.7593ｈａ

①地区内の耕地面積 57.035484ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 30.2591ｈａ

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 15.1261ｈａ

実質化された人・農地プラン
市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

うるま市 津堅地区 平成25年12月24日 令和3年3月8日


